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表２　全事業所に占める製造業比率のランキング（市区町村）
　 市区町村名 全事業所数 製造業事業所数 製造業比率
１位 京都府京丹後市 5,650 2,209 39.1％
２位 新 潟 県 燕 市 6,546 2,492 38.1％
３位 埼玉県八潮市 4,827 1,714 35.5％
４位 大阪府八尾市 12,807 3,625 28.3％
５位 大阪市生野区 10,532 2,949 28.0％
６位 岐 阜 県 関 市 5,769 1,605 27.8％
７位 埼玉県三郷市 5,722 1,558 27.2％
８位 大阪市平野区 8,245 2,240 27.2％
９位 大阪府東大阪市 28,053 7,388 26.3％
10位 大阪市東成区 6,158 1,610 26.1％
11位 東京都墨田区 17,940 4,656 26.0％
12位 東京都荒川区 11,933 2,945 24.7％
13位 新潟県三条市 6,666 1,580 23.7％
14位 群馬県桐生市 7,423 1,739 23.4％
15位 栃木県足利市 9,218 2,150 23.3％
16位 愛知県一宮市 16,938 3,781 22.3％
17位 埼玉県川口市 20,829 4,568 21.9％
18位 東京都葛飾区 19,690 4,085 20.7％
19位 名古屋市中川区 9,659 1,925 19.9％
20位 東京都大田区 31,950 5,953 18.6％
21位 群馬県伊勢崎市 8,956 1,502 16.8％
22位 東京都江東区 18,681 3,126 16.7％
23位 東京都足立区 28,608 4,717 16.5％
24位 名古屋市西区 9,374 1,514 16.2％
25位 群馬県太田市 10,939 1,762 16.1％
26位 東京都江戸川区 22,984 3,524 15.3％
27位 横浜市港北区 10,085 1,544 15.3％
28位 静岡県浜松市 37,194 5,405 14.5％
29位 東京都台東区 25,189 3,640 14.5％
30位 愛知県春日井市 11,062 1,577 14.3％
31位 東京都板橋区 21,138 2,813 13.3％
32位 静岡県富士市 12,379 1,614 13.0％
33位 広島県福山市 23,660 2,989 12.6％
34位 愛知県岡崎市 15,038 1,894 12.6％
35位 京都府京都市 78,333 9,383 12.0％
36位 新潟県長岡市 15,420 1,801 11.7％
37位 愛知県豊田市 14,213 1,655 11.6％
38位 大阪府大阪市 201,462 23,163 11.5％
39位 大 阪 府 堺 市 29,978 3,402 11.3％
40位 東京都品川区 21,638 2,446 11.3％
41位 東京都文京区 16,332 1,826 11.2％
42位 愛知県豊橋市 16,105 1,793 11.1％
43位 静岡県静岡市 38,771 4,210 10.9％
44位 兵庫県尼崎市 18,957 1,968 10.4％
45位 愛知県名古屋市 130,013 13,247 10.2％
46位 岡山県倉敷市 18,849 1,906 10.1％
47位 福井県福井市 17,381 1,738 10.0％
48位 東 京 都 北 区 15,767 1,568 9.9％
49位 神奈川県川崎市 40,260 3,791 9.4％



















大田区 板橋区 東大阪市 尼崎市
製 造 業 5,953 100.0％ 2,813 100.0％ 7,388 100.0％ 1,968 100.0％
食 料 品 製 造 業 121 2.0％ 102 3.6％ 95 1.3％ 81 4.1％
飲 料・ た ば こ・ 飼 料 製 造 業 8 0.1％ 3 0.1％ 7 0.1％ 2 0.1％
繊 維 工 業 8 0.1％ 10 0.4％ 39 0.5％ 8 0.4％
衣服・その他の繊維製品製造業 54 0.9％ 102 3.6％ 210 2.8％ 50 2.5％
木材・木製品製造業（家具を除く） 19 0.3％ 6 0.2％ 48 0.6％ 13 0.7％
家 具・ 装 備 品 製 造 業 116 1.9％ 52 1.8％ 219 3.0％ 28 1.4％
パルプ・紙・紙加工品製造業 51 0.9％ 112 4.0％ 301 4.1％ 50 2.5％
印 刷 ・ 同 関 連 業 333 5.6％ 777 27.6％ 508 6.9％ 79 4.0％
化 学 工 業 49 0.8％ 72 2.6％ 133 1.8％ 82 4.2％
石 油 製 品・ 石 炭 製 品 製 造 業 5 0.1％ 4 0.1％ 2 0.0％ 3 0.2％
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 351 5.9％ 146 5.2％ 669 9.1％ 87 4.4％
ゴ ム 製 品 製 造 業 24 0.4％ 14 0.5％ 112 1.5％ 14 0.7％
なめし革・同製品・毛皮製造業 1 0.0％ 14 0.5％ 99 1.3％ 4 0.2％
窯 業・ 土 石 製 品 製 造 業 48 0.8％ 31 1.1％ 55 0.7％ 41 2.1％
鉄 鋼 業 72 1.2％ 25 0.9％ 180 2.4％ 67 3.4％
非 鉄 金 属 製 造 業 85 1.4％ 49 1.7％ 117 1.6％ 36 1.8％
金 属 製 品 製 造 業 1,280 21.5％ 287 10.2％ 2,012 27.2％ 487 24.7％
一 般 機 械 器 具 製 造 業 1,769 29.7％ 311 11.1％ 1,570 21.3％ 510 25.9％
電 気 機 械 器 具 製 造 業 443 7.4％ 89 3.2％ 301 4.1％ 124 6.3％
情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業 101 1.7％ 19 0.7％ 39 0.5％ 18 0.9％
電 子 部 品・ デ バ イ ス 製 造 業 260 4.4％ 43 1.5％ 43 0.6％ 43 2.2％
輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 290 4.9％ 77 2.7％ 205 2.8％ 54 2.7％
精 密 機 械 器 具 製 造 業 276 4.6％ 275 9.8％ 96 1.3％ 27 1.4％
そ の 他 の 製 造 業 189 3.2％ 193 6.9％ 328 4.4％ 60 3.0％
出所）2006年度事業所・企業統計を筆者が加工
表３　事例の位置づけ─人口，面積，製造業の事業所数・従業者数，工場密度
事　　　例 人　　　口 面　　　積 製　造　業事業所数
製　造　業
従業者数 工 場 密 度
東京都大田区 675,914人 59.46km2 5,953 17,387 100.1
東京都板橋区 529,477人 32.17km2 2,813 38,069 87.4
大阪府東大阪市 509,157人 61.81km2 7,388 71,342 119.5
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67,583 100.0% 38,069 100.0% 71,342 100.0%  46,016 100.0%
3,825 5.7% 2,370 6.2% 3,034 4.3%  2,814 6.1%
160 0.2% 15 0.0% 177 0.2%  9 0.0%
38 0.1% 162 0.4% 325 0.5%  57 0.1%
463 0.7% 473 1.2% 1,225 1.7%  325 0.7%
111 0.2% 12 0.0% 241 0.3%  109 0.2%
730 1.1% 237 0.6% 1,878 2.6%  301 0.7%
466 0.7% 1,423 3.7% 3,182 4.5%  1,648 3.6%
3,457 5.1% 12,350 32.4% 5,602 7.9%  922 2.0%
1,655 2.4% 2,249 5.9% 2,162 3.0%  3,856 8.4%
151 0.2% 94 0.2% 5 0.0%  145 0.3%
2,582 3.8% 1,202 3.2% 7,226 10.1%  1,552 3.4%
320 0.5% 80 0.2% 930 1.3%  140 0.3%
21 0.0% 100 0.3% 521 0.7%  19 0.0%
459 0.7% 598 1.6% 894 1.3%  1,140 2.5%
995 1.5% 1,057 2.8% 2,192 3.1%  3,748 8.1%
567 0.8% 444 1.2% 1,466 2.1%  1,855 4.0%
8,775 13.0% 2,163 5.7% 14,746 20.7%  6,200 13.5%
21,175 31.3% 2,791 7.3% 12,424 17.4%  9,437 20.5%
5,055 7.5% 817 2.1% 3,472 4.9%  3,454 7.5%
2,811 4.2% 221 0.6% 785 1.1%  3,382 7.3%
3,740 5.5% 484 1.3% 987 1.4%  1,750 3.8%
3,008 4.5% 718 1.9% 3,456 4.8%  2,232 4.9%
3,608 5.3% 6,542 17.2% 1,489 2.1%  497 1.1%
3,411 5.0% 1,467 3.9% 2,923 4.1%  424 0.9%
11.4 13.5 9.7 23.4
31.6 23.2 31.9 34.7
20.0 5.0 25.3 4.5
4.8 16.2 8.3 7.1
8.6 4.6 5.8 6.5
5.8 2.0 5.0 8.4
6.3 4.6 8.6 10.8
9.1 12.7 10.6 33.0
10.4 15.9 11.0 11.7
33.8 31.2 16.3 47.0
30.2 23.5 2.5 48.3
7.4 8.2 10.8 17.8
13.3 5.7 8.3 10.0
21.0 7.1 5.3 4.8
9.6 19.3 16.3 27.8
13.8 42.3 12.2 55.9
6.7 9.1 12.5 51.5
6.9 7.5 7.3 12.7
12.0 9.0 7.9 18.5
11.4 9.2 11.5 27.9
27.8 11.6 20.1 187.9
14.4 11.3 23.0 40.7
10.4 9.3 16.9 41.3
13.1 23.8 15.5 18.4
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ど，協力することが望ましい。そして，当該地
域に共通する問題に対しては，共同での政策的
取組を行い，ミクロな問題に対しては，各自治
体がきめ細かな対応を行うことが理想となる。
　以上，住工混在問題を解消するための方策と
集積活性化支援について手短に言及した。とり
わけ住工混在問題への対策については，これら
がすべての手法ではないし，実際の運用につい
ては住民・工場・行政との合意の中で柔軟に講
じられるべきである。住民と工場が対話と交流
を進め，合意を生み出していくことが求められ
ている。
注
＊ 本稿の執筆分担は，第Ⅰ節（関・立見），第Ⅱ節
（立見），第Ⅲ節（関），第Ⅳ節（関・立見）である。
† 阪南大学経営情報学部専任講師
†† 大阪市立大学大学院都市創造研究科専任講師・
阪南大学非常勤講師
１）現実的に，筆者らが訪問調査した数名の中小製
造業者からは，新規に居住してきた新住民から
の苦情を恐れて，他地域に移転を考えたことが
あったり，実際に移転を計画しているところも
あった。この点に関しては，より綿密な調査分
析を行い問題の所在を明らかにすることが必要
であろう。
２）日本開発銀行整備投資研究所［1986］は，それ
を「新たな住工問題」とし，工場跡地に建設さ
れる中高層マンション問題として位置づけてい
る。
３）工業集積におけるイノベーションの実現やネッ
トワーク形成については慎重に評価しなければ
ならないが，ネットワーク形成については，た
とえば，21研（21大田中小企業政策研究会（大
田区）や城南ブレインズ（大田区），板橋中小企
業グループ連絡会（板橋区），ロダン21（東大阪
市），協同組合阪神精密工業センター（尼崎市）
などがある。これらのうち，協同組合阪神精密
工業センター（尼崎市）については，植田・松
永・田中・関［2005］を参照のこと。
４）以下の記述は，2007年８月６日13：00～14：00
にかけて，大田区産業経済部産業振興課工業振
興係係長の青木毅氏に対して実施したヒアリン
グに基づく（役職はヒアリング時のもの）。
５）http://www.techno-wing.net/（2008年２月閲覧）
６）開発指導ならびに事前協議について，具体的に
は，http://www.city.ota.tokyo.jp/seikatsu/
sumaimachinami/machizukuri/youkou/danchi/
index.htmlを参照のこと（2008年７月閲覧）。
７）以下の記述は，2007年10月18日16：00～17：30
にかけて，板橋区産業経済部産業活性化推進室
産業活性化推進担当係長の吉濱哲雄氏に対して
実施したヒアリングに基づく（役職はヒアリン
グ時のもの）。
８）以下の記述は，2008年１月24日10：00～12：10
にかけて，東大阪市経済部参事の生澤克彦氏と
東大阪市経済部ものづくり支援室次長の朝日常
夫氏に対して実施したヒアリングに基づく（役
職はヒアリング時のもの）。
９）都市再生モデル調査については，都市再生本部
のホームページ（http://www.toshisaisei.go.jp/）
を参照のこと（2008年２月閲覧）。
10）高井田地域の住工混在問題は，古くから認識さ
れてきたが，1990年代初頭から，東大阪市商工
会議所を中心に，取組まれたこともあった。
11）以下の記述は，2008年１月30日10：00～12：10
にかけて，尼崎市産業経済局産業労働部産業振
興課課長の梅村仁氏と同じく産業振興課の井上
雅文氏に対して実施したヒアリングに基づく（役
職はヒアリング時のもの）。また記述の一部は，
主に梅村仁［2007］を参照している。
12）市役所内の指針なので，非公表である。
13）http://www.city.amagasaki.hyogo.jp/tosi_seibi/
gaiyou/074_cp/074_tokuyoh.html（2008年２月閲
覧）による。
14）６つの重点分野とは，１「医療・福祉関連分野」，
３「情報通信関連分野」，３「製造技術関連分
野」，４「環境・エネルギー関連分野」，５「バ
イオテクノロジー関連分野」，６「ビジネス支援
関連分野」である。この重点分野に認定された
企業は，2008年２月現在で，43社ほどある。
15）東大阪市は，産業活性化策として中小製造業を
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対象とした賃貸集合工場の建設を予定している。
建物は４－５階建ての２棟からなり，総事業は
50億円を見込んでいる（2008年３月８日付『日
本経済新聞』）。
16）大阪府の産業集積促進地域指定は，企業の新規
立地を目的とする「第一種」と，既存企業の域
外流出防止と空地への再誘致を目的とする「第
二種」があり，いずれも市町村が産業集積に対
して独自に施策を展開していることが指定条件
となっている。なかでも「第二種産業集積促進
地域」の指定には，工場等の再投資等促進に向
けた取組が行われる，工業地域や工業専用地域
における工業の集積地である，市町村の優遇措
置が講じられている，ことなどが対象地域に指
定される要件となっている。詳しくは，http://
www.pref.osaka.jp/fumin/html/17133.html（2008
年７月閲覧）を参照のこと。
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付　記
　本稿の内容は，大東市が取組んできた住工調
和モデル地区プロジェクトにおける地区発展計
画づくりのために，筆者が参加し，執筆をした
報告書である『大東市住工混在地域実態調査報
告書産業集積編』に基づいている。報告書の作
成にあたっては，筆者の一人である立見と大阪
市立大学大学院経営学研究科准教授本多哲夫が
大東市から委託を受け，両者が所属している工
業集積研究会（代表慶應義塾大学経済学部教授
植田浩史）が行った。筆者のもう一人である関
は，工業集積研究会のメンバーである。
　本稿を作成することができたのは，大東市の
プロジェクトに参画させていただく機会を頂戴
し，報告書の執筆においても絶えず叱咤激励を
してくださった三浦純一氏（元・大東市産業労
働課）のおかげである。記して感謝したい。
（2008年８月１日掲載決定）
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